第14条　すべて国民は法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。
憲法14条にいう、「人種、信条、性別、社会的身分又は門地」とは例示列挙であり、14条に定められた事項以外により差別をした場合であっても、違憲となる。

・信条→宗教上の信仰だけではなく、思想上・政治上の信念若しくは主義も含む。
・社会的身分→人が社会的生活において、継続的に占める地位・身分のこと（通説）。
・門地→家族的起源、すなわち家柄のこと。
憲法14条は絶対的平等を定めたものか、それとも相対的平等を定めたものか。

「憲法14条は法の下の平等を定めているが、各人には経済的・社会的その他種々の事実関係上の差異が存するものであるから、法規の制定またはその適用の面において、右のような事実関係上の差異から生ずる不均等が各人の間にあることは免れがたいところであり、その不均等が一般社会通念上、合理的な根拠に基づき必要と認められるものである場合には、これをもって憲法14条の法の下の平等の原則の反するとすべきではない」（最大判昭和39年11月18日）

〖最高裁判所昭和48年4月4日判決（尊属殺事件）〗

「尊属」とは→祖父母・両親・おじ・おばなど親等上、父母と同列以上にある血族
争点・・・旧刑法200条（尊属殺加罰規定）が憲法14条に定められた平等原則に違反しないか。

旧刑法200条・・・「自己又ハ配偶者ノ直系尊属ヲ殺シタル者ハ死刑又ハ無期懲役ニ処ス」（平成7年削除）
事案

被告人A女（当時29）は実父B（当時53）より１５年にわたり性的虐待（2人を夭折、６人を妊娠中絶、３人生存）を受けていた。その後、Aには婚約者ができた。これを知ったBは逆上し、Aを監禁した上にさらに虐待を繰り返した。そこでAはBを腰ひもで絞殺。
１審・・・旧刑法200条を違憲と判断し、情状酌量の上、刑を免除

２審・・・旧刑法200条を合憲と判断し、懲役３年６月を言い渡した
1、 ・判旨（最大判昭和４８年４月４日）

2、 「憲法14条1項は国民に対し法の下の平等を保障した規定であって、同項後段列挙の事項は例示的なものである」「刑法199条のほかに同法200条をおくことは、憲法14条1項の意味における差別的取り扱いにあたるというべきである」が「刑法200条が憲法の右条項に違反するかどうか」は「差別的取り扱いが合理的根拠に基づくものであるかどうかによって決せられるわけである」。

3、 「尊属は社会的にも卑属の所為につき法律上、道義上の責任を負うのであって」「尊属の殺害は通常の殺人に比して一般に高度の社会的道義的非難を受けて然るべきであるとして、このことをその処罰に反映させてもあながち不合理であるとはいえない」「法律上、刑の過重要件とする規定を設けても、かかる差別的取り扱いをもってただちに合理的な根拠を欠くものと断ずることはできず、したがってまた、憲法14条1項に違反するということもできない」
4、 「しかしながら刑罰過重の程度いかんによっては、かかる差別の合理性を否定すべき場合がないとはいえない・・・この観点から刑法200条をみるに・・・処断刑の下限は懲役3年６ヶ月を下ることがなく、その結果として、いかに酌量すべき情状があろうとも法律上の執行を猶予することはできないのであり、普通殺の場合とは著しい対照をなすものといわなければならない」
5、 「以上のしだいで、刑法200条は、尊属殺の法定刑を死刑または無期懲役刑のみに限つている点において、その立法目的達成のために必要な限度を遥かに超え」「著しく不合理な差別的取り扱いをするものと認められ、憲法14条1項に違反して無効であるとしなければならず、したがって尊属殺にも刑法199条を適用するのほかはない」

上記の理由をとった裁判官は8名。刑法200条の存在自体が違憲であるという補足意見が6名。

刑の過重程度は立法府に委ねるべきであり合憲とした反対意見が1名。

